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１．研究構想
高等教育費負担を巡り、日本と韓国は東アジア型の「家族負担主
義｣１）及び「高授業料・低補助｣２）の国に分類されてきた。しかし、
ともに近年、高等教育における経済的負担軽減及び修学支援を段階
的に拡充し、そこから転換しつつある。両国は、共通した国際人権
法（社会権規約13条：教育への権利、漸進的無償化）、類似した憲法
（能力に応じて、ひとしく教育を受ける権利）、教育基本法（日本：
経済的地位による教育上の差別禁止、経済的理由による修学困難者
への奨学の措置／韓国：奨学制度・学費補助制度等の樹立）を法規
範として有する。とはいえ、法規範の具体化には当然ながら幅があ
り、実施にあたり優先順位や手法も異なることから、日韓には共通
性と相違点が予測される。
基盤研究（B）2015-17で把握済み以降の動向を追いつつ、独自開
発した「漸進的無償化プログラム（高等教育版）2017」（表１３)）を
用いて、本基盤研究（C）2019-21では日韓における①経済的負担軽
減及び修学支援に係る制度・行財政（国家政策・地方施策の双方）
を把握し、②その意思決定過程を分析する。その上で、③日韓の政
策転換の特徴を比較検討するとともに、そこに見られる④法規範を

源泉とした「法規範⇒意思決定⇒制度・行財政」というダイナミズ
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要約：本研究では、日韓における経済的負担軽減及び修学支援に係る制度・行財政（国家政策・地方施策の双方）を把握し、その
意思決定過程を分析する。その上で、日韓の政策転換の特徴を比較検討するとともに、そこに見られる法規範を源泉とした「法規
範⇒意思決定⇒制度・行財政」というダイナミズムを明らかにする。初年度にあたる2019年度は、まず国家政策として、①キム・
フンホ准教授の報告をもとに韓国の文在寅政権下の「大学生が体感可能な授業料負担軽減の推進」策に係る動向を把握した。②日
本については、2017年以降の「高等教育の無償化」への政策転換の経緯をまとめた。2017年の国難突破解散時、「高等教育の無償化」
に舵を切った安倍晋三首相の政治判断は「消費増税分使途変更」と抱き合わせの「真に支援が必要な所得の低い家庭の子供」限定
であったために、国会審議では「教育の機会均等」や「漸進的無償化」原則との整合性が問われた。次に国際人権規約について、
③武村二三夫弁護士・申惠丰（シン・ヘボン）教授の報告をもとに、国際人権の実施制度、社会権規約上の国家の義務、13条「教
育への権利」とその実現に係る要点を把握した。日本政府の場合、西川治弁護士の報告ともあわせて、後退禁止原則、具体的な措
置義務に係る課題が浮き彫りとなった。他に、④ベーシック・インカム（若者年金）及び地方施策も検討した。
キーワード：体感可能な負担軽減（韓国）、高等教育の無償化（日本）、社会権規約、漸進的無償化、国家の義務

表１．漸進的無償化プログラム（高等教育版）2017

＊神戸大学大学院人間発達環境学研究科（名誉客員教授） （2020年３月31日 受付
2020年５月11日 受理）



ムを明らかにする。
本稿では、その第一報として2019年度の研究実績をまとめる。

２．韓国動向「体感可能な授業料負担軽減の推進」
（１）特別企画⑴の概要
2019年６月８日、キム・フンホ氏（国立公州大学校准教授）を神
戸大学に招いて特別企画⑴「韓国における漸進的無償化に係る法枠
組みと主要教育政策｣４）を開催した。
キム氏の報告「文在寅政府２年、教育政策の変化：教育の公共性
強化及び高等教育の質の向上政策を中心に｣５）は、文在寅（ムン・
ジェイン）政権［2017.5.10-］が2017年７月に公表した「国政運営５
カ年計画」に含まれる教育分野の６つの国政課題、すなわち①幼児
から大学までの教育の公共性の強化、②教室革命を通じた公教育の
革新、③教室の希望はしごの復元、④高等教育の質の向上及び生涯・
職業教育の革新、⑤未来の教育環境づくり及び安全な学校の具現、
⑥教育民主主義の回復及び教育自治の強化、の内の①と④に焦点を
あてたものであった。ここでは、「大学生が体感可能な授業料負担
軽減の推進」策に係る動向を把握する。
（２）給付型国家奨学金の拡大拡充（表１のＢ１）
まず、2012年に導入された給付型国家奨学金制度６）の更なる拡
大拡充である。2019年時点において、国家奨学金（計3,605億円／10
ウォン＝１円換算）は学生対象事業のⅠ類型（2,739億円）、大学経由
事業のⅡ類型（480億円）、多子型（386億円）で構成されており（図
１／括弧内は出典：キム報告の PPTスライド番号）、所得階層10分
位のうちの第８分位（高所得層の第９・10分位は除外）までが対象
とされ、基礎生活受給者から第３分位までは満額（52万円）支給（Ⅰ
類型・多子型）となっている。予算の推移（表２）をみると、2012
年：1,750億円であったものが３年後の2015年には3,600億円（＋
206％）となり、以後3,600億円台で推移している。ここ数年、予算が
減少しているのは、少子化によって学生数自体が減っていることに
よるという（表５）。
Ⅰ類型の対象と金額の推移（表３）をみると、最大支援年額は
2012-14年：45万円→2015年：48万円→2016-19年：52万円となって
いる。予算・支援額に関しては、前の朴槿恵（パク・クネ）政権時
代［2013.2-17.5］に拡充したことが分かる。
支給対象は、満額支給が2012年：基礎生活受給者→2013年：基礎
～第１分位→2014-17年：基礎～第２分位→2018-19年：基礎～第３
分位へと拡大し、半額以上支給が2012年：第１分位→2013年：第２

分位→2014-17年：第３～４分位→2018-19年：第４～６分位となっ
ている。文在寅政権に入ってからは、満額支給及び半額以上支給の
対象が中間層にまで拡大している。
なお、多子家庭の負担軽減のために2014年から設けられた多子型
は、第３子以降の新入生に限っていたのを、2018年からは３人以上
の子どもがいる世帯のすべての学生へ対象を広げ、支給額（2019年）
も基礎生活受給者～第３分位が52万円、第４～８分位も45万円（満
額の87％）と手厚くなっている（図１）。
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図１．国家奨学金の構造2019（キム PPT24）

表２．予算の推移2012-19（キム PPT23）

表３．Ⅰ類型の対象と金額の推移2012-19（キム PPT25）

表４．Ⅰ類型の成績基準の緩和2012-19（キム PPT26）

表５．選抜結果・受給者割合2012-17（キム PPT28）



Ⅰ類型の成績基準の緩和（表４）をみると、新入生に関しては
2012年当初にあった基準が2013年に廃止されている。また、在学生
に関しても2012年の全員B（100点満点の80点）から、2014年以降は
基礎～第１・２分位にC（100点満点の70点）警告制（１・２回）を
導入し、2018-19年は基礎～次上位階層：C、第１～３分位：C警告
制２回、障害学生：廃止となっている。
ところで、国家奨学金を受給する学生の人数と比率はどの程度に
なっているのであろうか。2017年１学期において、A申込対象者
2,195千人、B申込者1,409千人、C選抜結果941千人であり、対申込
者割合（C／B）は66.8％と約７割であるが、対申込対象者割合（C

／A）は42.8％と４割台に留まっている（表５）。所得階層第９～10
分位（高所得層）を含めた対全学生数の受給者割合は、さらに落ち
ることになろう。
（３）大学入学金の廃止（表１のＡ２）
このように給付型の国家奨学金の受給者が半数に及ばない中で、

「大学生が体感可能な授業料負担軽減の推進」策として注目される
のが、公約の一つであった大学入学金の廃止である。
2017年の文在寅政権移行後、教育部が大学入学金実態調査を行っ
た結果、2017年の入学金平均は国公立大学1.5万円（年間学費平均
42.1万円の3.6％）、私立大学7.7万円（同73.7万円の9.2％）であった。
そして、新入生入学業務関連費用の実費は私立大学入学金の20％程
度であることが判明した。
国公立大学は2018年には入学金を廃止し、政府方針を受けて私立
大学も入学業務関連費用実費分を国が支援する形で2022年までに段
階的に廃止する方向となっている７)。
（４）大学寮の増設・収容人数の拡充（表１のＣ２）
次に注目されるのが、安価で快適な住居の提供である。人口が集
中するソウル市内の物件の家賃は高く、部屋は狭く、時には窓がな
く陽も差さず、トイレ・台所が共同使用である等、学生を取り巻く
住環境は厳しいという８)。
文在寅政権発足前の2017年４月時点の大学寮の収容率は全学生の
21.2％であり（表６）、公約の一つが2022年までに大学寮の５万人追
加収容（大学寮の増設への低利融資、公的資金による連合寮の建設
など）となっている。
（５）学生ローンの改善（表１のＢ３）
貸与型奨学金（学生ローン）の一種として、韓国では就職後の所
得水準に連動して返還開始となる所得連動返還型奨学金（Income

Contingent Loan／ ICL）が2010年に導入されたものの、高金利（2010
年当時で5.2％）・複利（利子を元金に加算）・高返還率（借入金の約
４倍）等の問題点が指摘されていた９)。
その後、利子は２％台にまで下降しており、文在寅政権発足後は
さらに2017年２学期2.25％、2018-19年2.20％まで利下げしている（表
７）。また、2018年２学期以降は、貸出条件の見直し（障害学生に関
する成績基準廃止、単位取得目的以外の留年学生への認可拡大）を
行っており、2019年１学期時点での貸出制度は表８の通りとなって
いる。

３．日本動向「高等教育の無償化」（大学等修学支援法）
日本の動向に関しては、漸進的無償化に係る2017-19年の国会審
議をまとめた10）とともに、概括的な論稿を雑誌に寄稿した11）。こ

こでは、上述の韓国動向との対比を意識しながら再整理する。
（１）所得連動返還型及び給付型奨学金の創設（表１のＢ３・Ｂ１）
「奨学金」という名の学生ローンの返還困難者の増加、自己破産
が報じられる中、有識者会議が設けられ（2015.9.25文部科学省高等
教育局長決定）、所得連動返還型奨学金制度の創設を提言した（2016.
9.21)12)。そして、2017年度から日本学生支援機構 JASSOの第一種
（無利子）奨学金採用者の機関保証制度選択者を対象に、従来の定額
返還方式に加えて所得連動返還方式（図２13)）がスタートした（申
込時等に返還方式を選択し貸与終了時まで変更可能）。
2015年からこうした検討が始まった背景の一つには、公職選挙法
の改正（2015.6.19公布、2016.6.19施行）がある。18歳選挙権の新規
定が、施行後最初の国政選挙となった第24回参議院議員通常選挙の
公示日（2016.6.22）に適用となり、同選挙における各党の公約は学
生や青年層を意識したものとなった。所得連動返還型奨学金の創設
に向かっていた与党に加えて、野党も民進党：授業料減免の拡大・
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表６．大学寮の運営・収容状況2017.4（キム PPT32）

表７．学生ローン金利の推移2009-19（キム PPT29）

表８．学生ローン貸出制度2019（キム PPT30）

図２．所得連動返還方式での返還イメージ（JASSO）



将来的な無償化、日本共産党：10年で授業料半減化・学生ローンか
ら本物の奨学金へ、維新の会：教育無償化を憲法原則に・教育予算
の引き上げ、社民党：教育予算を GDP５％水準に、生活の党：バウ
チャー制度による支援拡充、などの負担軽減・学生支援策を軒並み
打ち出していた14)。
こうした状況もあって2016年に入ると、教育再生実行会議の「第
９次提言」（2016.5.20)15）が、「大学等での授業料減免や無利子奨学
金の拡充、より柔軟な所得連動返還型奨学金制度の具体化、給付型
奨学金の在り方に関する検討などの取組を着実に進める」との考え
を示した。その後、６月の閣議決定「ニッポン一億総活躍プラン」
（2016.6.2)16）を経て、７月には給付型奨学金の検討が始まった。８
月の閣議決定「未来への投資を実現する経済対策」（2016.8.2)17）で
は「（2017年度）予算編成過程を通じて制度内容について結論を得、
実現する」と明記され、12月には「文部科学省給付型奨学金制度検
討チーム」（省内メンバー＋有識者）から「給付型奨学金制度の設計
について〈議論のまとめ〉」（2016.12.19)18）が出された。そして、独
立行政法人日本学生支援機構法一部改正（2017.3.31公布、同4.1施行）
という形で、2017年度から給付型奨学金が創設された（2017年度先
行実施：約2,800人・約15億円見込み、2018年度本格実施)19)。
制度設計としては、①対象校：大学（学部）・短大・高専・専門学
校、②対象世帯：住民非課税世帯、③学力・資質基準：日本学生支
援機構が示すガイドラインが示す要件を満たす者、④給付規模：１
学年２万人、⑤給付額：国公立（自宅）２万円／国公立（自宅外）
３万円／私立（自宅）３万円／私立（自宅外）４万円（※児童養護
施設退所者等には入学金相当額［24万円］を別途給付／※国立で授
業料減免を受けた場合は減額）、⑥全学年が対象となる2022年度以
降の予算額は約220億円、というものである。
（２）「高等教育の無償化」2017公約（表１のＡ２・Ｂ１）
韓国で政権交代があった2017年、日本では国難突破解散に伴って
安倍晋三首相が提示した「生産性革命＋人づくり革命」及び「消費
増税分の使途変更」という基本の方針・枠組みの下に、高等教育無
償化が明示された。これまでは、「奨学金制度の拡充」「若者への支
援拡充」という表現に留まっていたが、ここにおいて初めて「無償
化」の用語使用に踏み切った。
第48回衆議院議員総選挙（2917.10.10公示、同10.22投開票）の公約
において、自由民主党は「真に支援が必要な所得の低い家庭の子供
たちに限って、高等教育の無償化を図ります。このため、必要な生
活費をまかなう給付型奨学金や授業料減免措置を大幅に増やしま
す｣20）を、公明党は「給付型奨学金・授業料減免枠の拡大／家庭の
経済的状況に関わらず、誰もが大学等に進学できるよう、公明党が
長年訴えてきた『給付型奨学金』が実現しました。2018年度の本格
実施以降も、その給付額・対象枠を拡充するとともに、授業料減免
の拡充をめざします｣21）を掲げていた。両党はともに給付型奨学金
と授業料減免措置の併用を想定していたが、「真に支援が必要な所
得の低い家庭」（自由民主党）に限るのか、「家庭の経済的状況に関
わらず」（公明党）支援するのか、与党内においても対象イメージに
違いがみられた。
（３）新しい経済政策パッケージ2017を受けての制度設計
閣議決定「新しい経済政策パッケージ」（2017.12.8)22）では、自由
民主党公約に記載されていた「幼児教育無償化、待機児童解消、高

等教育の無償化、介護人材の確保」の４本柱に、公明党公約の「私
立高校授業料の実質無償化」を加える形で、教育の無償化・負担軽
減の骨子が示された。
「新しい経済政策パッケージ」で「具体的に定まっていない詳細
部分については、検討を継続し、来年夏までに一定の結論を得る」
とされたことを受け、文部科学省内に「高等教育段階における負担
軽減方策に関する専門家会議」（2018.1.19文部科学省高等教育局長
決定）が設けられた。そして、授業料の減免措置及び給付型奨学金
の具体的内容、支援対象者の要件、支援措置の対象となる大学等の
要件に関して検討を進め、「高等教育の負担軽減の具体的方策につ
いて（報告）」（2018.6.14)23）をまとめている。
（４）骨太の方針・関係閣僚合意2018
報告が出された翌日（６月15日）の閣議決定「経済財政運営と改
革の基本方針2018～少子高齢化の克服による持続的な成長経路の実
現～」（骨太の方針2018)24）において、住民税非課税世帯（年収270
万円未満）に対し授業料免除（私立大学の場合、私立大学の平均授
業料と国立大学の授業料の差額の２分の１を加算した額まで無償
化）、必要な生活費を給付型奨学金として支給（教科書代、通学費等
に加え、自宅外生の場合、食費、住居・光熱費等も賄えるよう支給）、
年収300万円未満の世帯については住民税非課税世帯の３分の２、
年収300万円～380万円未満の世帯については３分の１を支給、高校
在学時の成績だけで否定的な判断をせず本人の学習意欲を確認、な
どが直ちに承認された。
そして、2018年12月28日の関係閣僚合意「幼児教育・高等教育無
償化の制度の具体化に向けた方針｣25）において「総論、対象者・対
象範囲等、授業料等減免・給付型奨学金の概要、支援対象者の要件
（個人要件等）、大学等の要件（機関要件）、財源、その他、実施時期」
の詳細が示された。
（５）大学等修学支援法案の提出と成立2019
2019年２月12日、「大学等における修学の支援に関する法律案」（以
下、大学等修学支援法案）が閣議決定（閣法21号）され、「我が国に
おける急速な少子化の進行及び大学等における修学の重要性に鑑
み、総合的な少子化対策を推進する一環として、真に支援が必要な
低所得者世帯の者に対し、社会で自立し、及び活躍することができ
る豊かな人間性を備えた創造的な人材を育成するために必要な質の
高い教育を実施する大学等における修学に係る経済的負担の軽減を
図るため、学資の支給及び授業料等の減免の措置を講ずる必要があ
る｣26）として、第198回通常国会に提出された。国民民主党及び日
本共産党が修正案を出したがいずれも否決され、５月10日に原案通
りに可決成立した（2019.5.17公布、2020.4.1施行）。大学等修学支援
法の概要は資料１27）の通りである。
（６）参議院議員選挙2019公約にみる各党の立ち位置
大学等修学支援法に対する各党の立ち位置は、法制定後にとり行
われた第25回参議院議員通常選挙（2019.7.4公示、7.21投開票）の公
約を見れば明らかである。
自由民主党28）は、「安定財源を確保し…真に支援が必要な所得の
低い家庭の子供に限った高等教育の無償化を着実に実施、教育の機
会均等を実現します」というように、大学等修学支援法の枠組みを
そのまま掲げている。
公明党29）は、「学ぶ意欲のある若者が経済的理由で進学を断念す
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ることがないよう、2020年４月からの
授業料等減免および給付型奨学金の拡
充により、大学等の教育費負担軽減を
推進します。また、多子世帯や中間所
得世帯の教育費の負担に配慮した取り
組みを進め、希望すれば誰もが大学等
へ進学できる社会の構築をめざしま
す」というように、多子世帯や中間層
にも拡充しようとしている。また、「奨
学金返還の負担を軽減するため、所得
連動返還型奨学金を既卒者に適用する
ことや企業・自治体による返還支援を
促進するなど、柔軟な奨学金返還を支
援します」と、改善策を打ち出してい
る。
日本維新の会30）は、教育無償化を
改憲項目にするとともに、「経済格差
が教育格差とならぬよう、教育機会平
等社会を実現し、教育の完全無償化を
推し進めます」、「子育てバウチャーを導入し、教育予算の対 GDP比
を他の先進国並みに引き上げます」としている。
立憲民主党31）は、「次世代への投資は、社会の持続可能な成長に
不可欠です。社会全体で子育てを支え、生まれた環境にかかわらず、
すべての子どもたちが自由に学べる環境を整えます」とした上で、
「国公立大学の授業料を半額程度に引き下げ、私学助成金を増やし
ます」、「給付型奨学金と無利子奨学金を拡充し、過去の有利子奨学
金の利子分を補填します」というように、授業料半額化などを掲げ
ている。
国民民主党32）は、「親の収入など家庭の状況にかかわらず、安心
して大学や専門学校等に進学できるようにするため、返済のいらな
い給付型奨学金を拡充します」と、給付型奨学金の拡充を訴えてい
る。
日本共産党33）は、財源・予算案を示しながら「高等教育の無償化
をめざします―大学授業料を半額、給付奨学金を70万人の学生に」
を公約に掲げている。具体的には、「大学・専門学校の授業料半減な
ど1.29兆円／70万人に給付奨学金を支給0.42兆円／すべての奨学金
の無利子化0.04兆円」を提案している。
社民党34）は、「OECD 34か国中で最下位の教育予算を、GDP５％
水準に引き上げ、教育予算の拡充を図ります」、「高等教育（大学、
大学院等）の学費は、将来的に無償化をめざし、段階的に引き下げ
ます。奨学金は無利子を原則とし、給付型奨学金の対象・水準を拡
大します。返還中の方の負担軽減・免除策を導入します」などを掲
げている。
れいわ新選組35）は、「日本に必要な緊急政策」の一つに、「奨学金
チャラ／555万人を奨学金徳政令で救います。返済に充てる予定の
お金は、必要な消費に廻していただきます」を含めている。
以上のように、「真に支援が必要な所得の低い家庭の子供」限定の
公約としたのは自由民主党のみであり、与党の公明党を含めて他党
は一様に高等教育無償化の拡大拡充を掲げていた。

（７）小括：政策化・立法化の特徴と法実施上の課題
2017年前後から本格化した日本における高等教育無償化の政策立
案は、首相・首相官邸・内閣府が政治主導する形で基本の方針と枠
組みがまず設定され、その下で必要に応じて文部科学省の有識者会
議・検討チーム等に具体の制度設計を委ねるという特徴を有してい
た（官邸・行政府ルート）。
一方、国会審議を経ての立法化という段階に至ると、日本国憲法
の「教育を受ける権利」、教育基本法の「教育の機会均等」、国際人
権A規約の「漸進的無償化」などの規範に照らして、検討・吟味が
なされる形となっていた（立法府ルート）。
審議過程で明らかとなった法実施にあたっての課題は、衆参それ
ぞれの附帯決議36）に集約されている。すなわち、衆参ともに附帯
決議の第一項に「『経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約』
における『無償教育の漸進的な導入』の実現に向け、政府は教育費
の負担軽減策に取り組むこと」が、第二項に「政府は、本支援制度
の安定的運用及び更なる高等教育における教育費の負担軽減策を講
じることができるよう、安定的な財源の確保に努めること」が、位
置づけられた。
2017年の国難突破解散時、高等教育無償化に舵を切った首相の政
治判断が「消費増税分使途変更」と抱き合わせであったがために、
政府サイドのいう「安定的な財源」は消費増税分に留まり、対象は
「真に支援が必要な所得の低い家庭の子供たちに限って」とされた
ままで、法制化がなされた。その基本方針と枠組みを超え出なけれ
ば将来的に附帯決議の第一・二項を実現する道はなく、そもそも首
相の政治判断が「漸進的無償化」の法規範を踏まえたものでなかっ
たために、「高等教育の無償化」の看板自体に誇張・偽りがあるとも
指摘されている37)。
韓国動向でみたような、給付型国家奨学金の2010年導入以降にお
ける漸進的な支援額の拡充、中間層への対象拡大が、どのように「漸
進的無償化」規範を反映しているのか（いないのか）、どのように「安
定的な財源」の確保を工夫しているのか（いないのか）は、次年度
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以降に残された検討課題である38)。

４．社会権規約における漸進的無償化原則
（１）特別企画⑵⑶の概要
2019年９月14日に特別企画⑵を開催して日本弁護士連合会（日弁
連）で日本政府報告書の審査に関与してきた武村二三夫氏（武村法
律事務所弁護士）から「国際人権規約にかかる日弁連の活動と社会
権規約13条『教育への権利』｣39)、また2020年１月25日に特別企画⑶
を開催して社会権規約研究の第一人者である申惠丰（シン・ヘボン）
氏（青山学院大学教授）から「国際人権規約（社会権規約）におけ
る教育権とその実現：社会権の権利性の観点から｣40）という、二つ
の報告を受けた。
ここでは、両報告から社会権規約における漸進的無償化原則に関
わる要点を把握する。
（２）国際人権の実施措置と日弁連の取り組み
武村氏は、国際人権条約の実施制度（図３）を①国連・条約レベ
ル、②地域レベル、③国内レベルの３層に即して分かりやすく整理
している。
まず①国連・条約レベルでは、「国連総会決議に基づく機関」とし
て人権理事会があり、2006年の創設以来、全加盟国の人権状況につ
いて普遍的定期的審査（Universal Periodic Review／ UPR）を行って
いる。同レベルの「人権条約による制度」として政府報告書審査制
度、国家通報制度、個人通報制度、がある。次に②地域レベルでは、
地域人権保障機構がある（欧州・米州・アフリカ等／アジアにはな
い）。そして③国内レベルでは、訴訟（裁判所による実施）、行政・
国会・地方自治体による実施、政府から独立した国内人権機関、が
ある。これらに関して、日弁連では国際人権を活かすべく訴訟や政
府報告書審査に関与するとともに、個人通報制度と国内人権機関の
実現を目指しているという。
仮に社会権規約における個人通報制度（社会権規約選択議定書：

2008.12.10国連総会採択、2013.5.5発効）が実現すると、社会権規約
委員会の一般的意見（general comment）が大きな意味を持つととも
に、最高裁判所で敗訴しても社会権規約委員会に通報
（communication）すれば、社会権規約委員会の考え方が見解（view）
で示されることになる。最終的に社会権規約委員会の判断が控えて
いることになると、日本の裁判所は真剣に社会権規約の適用問題を
判断せざるを得なくなると、武村氏は指摘している。
（３）社会権規約上の国家の義務
次に、申惠丰氏の報告に即して社会権規約上の国家の義務などに
ついて見てみよう。
申氏はまず、「多面的な義務」の考え方を紹介している。すなわち、
すべての人権に対して、尊重（respect）義務（国が権利を侵害しな
い）、保護（protect）義務（第三者による侵害から権利を保護する）、
充足（fulfil）義務（権利実現のための様々な措置を取る）があるとし
ている（申 PPT6）。
その上で、社会権規約２条１項の「締約国は、立法措置その他の
すべての適当な方法によりこの規約において認められる権利の完全
な実現を漸進的に達成するため、自国における利用可能な手段
［resources資源］を最大限に用いることにより…行動を取る［take

steps措置を取る］」とは、単なる努力義務ではなく、積極的措置を、
権利の完全な実現に向けて漸次改善する方向で取り続ける義務であ
るとする（申 PPT9・10）。そして、一定の「権利」を認め、その「完
全な実現を漸進的に達成するため…措置を取る」義務を負った以上
は、権利の実現を意図的に退行させる措置を取ることは、その義務
に逆行し、規約の趣旨に反することになるとしている（後退禁止原
則）。加えて、権利の漸進的実現状況をモニタリングするために、国
は、まず現状を把握した上で、具体的な目標を立てて施策を実施し、
その成果を継続的に評価していかなければならないとしている（申
PPT11）。
また、社会権規約２条２項の「締約国は、この規約に規定する権
利が…いかなる差別もなしに行使されることを保障する」とは漸進
的達成の義務ではないことから、武村氏41）と同様に高校無償化に
おける朝鮮学校除外を差別例として挙げている（申 PPT12）。
（４）13条「教育への権利」とその実現
申氏は社会権規約委員会の一般的意見に即して、13条「教育への
権利」とその実現に関して以下のように整理している。
まず（申 PPT16）、教育はそれ自体人権であると同時に、他の人権
の実現に不可欠な人権でもある。社会的に周縁化された大人や子ど
もにとって、貧困から抜け出せる鍵となる、エンパワーメントの権
利であるとする［para1］。そして、教育がもつべき重要な特徴とし
て、①利用可能性（availability）：教育施設の数・教員の数など、②ア
クセス可能性（accessibility）：差別がないこと・物理的または経済的
に手の届く範囲にあること、③受容可能性（acceptability）：カリキュ
ラムや教育法の形態や内容、④適応可能性（adaptability）：多様な社
会的・文化的ニーズへの対応、を挙げている［para6］。
次に（申 PPT17）、①締約国は、権利の完全な実現に向けて「意識
的、具体的、かつ的を絞った（deliberate, concrete and targeted）」措置
を取らなければならない［para43］、②漸進的実現は、13条の完全な
実現に向けて可能な限り迅速に行動するという継続的な義務を課す
もの［para44］、他の権利と同様、教育についての権利に関しても、
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③後退的な措置は許されないという強い推定が働き、意図的に後退
的措置を取る場合には、締約国は、それがすべての選択肢を慎重に
検討した上で導入され、かつ、利用可能な最大限の資源を使ってい
るということを正当化する証明責任を負う［para45］、④尊重・保護・
充足という多面的な義務を国に負わせる［para46］、を抽出している。
そして（申 PPT18）、13条２項については、国は教育の重要な特徴

（利用可能性、アクセス可能性、受容可能性、適応可能性）を尊重・
保護・充足する義務をもつとしている（例えば、私立学校を閉鎖し
ないことで教育の利用可能性を尊重すること、女子が学校に行くの
を親などの第三者が妨げないようにすることでアクセス可能性を保
護すること、教育がマイノリティや先住民族にとっても文化的に適
切なものであるよう積極的な措置を取ることで適応可能性を充たす
こと、教材や教育プログラムを開発することで教育の利用可能性を
充足することなど）［para50］。
さらに（申 PPT19）、２項⒝中等教育、⒞高等教育、⒟基礎教育に
ついて、すべての者の当該教育実現に向けて「措置を取る」ことは、
直ちにしなければならない義務であるとしている。最低限でも、国
家的な教育戦略（national education strategy）を立てて実施すること
が要求され、その戦略の中には進捗状況をモニターできるよう、教
育についての権利に関する指標（indicators and benchmarks）を含め
るべきであるとする［para52］。
最後に（申 PPT20）、13条の違反（violations）は、締約国の直接の
行為（作為）、または要求された措置を怠ること（不作為）によって
生じうる［para58］。例えば、いずれかの差別禁止事由によって個人
や集団を差別する法律を改廃しないこと、事実上の差別に対処する
ための措置を怠ること、１項の教育目的に沿わないカリキュラムを
使い続けること、中等・高等・基礎教育実現に向けて意識的、具体
的、かつ的を絞った措置を取るのを怠ること、私立の教育施設が３
項や４項で要求される最低限の教育水準を充たすことを確保するの
を怠ることなどである［para59］。
（５）小括：後退禁止原則、具体的な措置義務の課題
大学等修学支援法に関わって、各大学が中間層も含めて行ってき
た従来の減免措置が制約される危惧、国立大学の学費値上げの容
認・自由化の検討が報道されており、萩生田文部科学大臣からは「制
度の端境期なので…ご理解いただくしかない」との発言も出てい
る42)。
特別企画⑶でお招きした西川治氏（神奈川総合法律事務所弁護士、
奨学金問題対策全国会議事務局次長）は、報告43）において大学等修
学支援法の新制度で授業料減免対象から除外または負担増が生じる

恐れを分かりやすく図示している（図４／東京大学は現行の免除措
置の維持を表明）。そして、「問題①：在学中の学生が、在学途中で、
授業料免除を打ち切られる・減額されるパターン」、「問題②：新入
学の学生が、前年までの入学生であれば受けられたのに、授業料免
除を（全部／一部）受けられないパターン」を挙げている（西川
PPT37）。西川氏は国内法的にみて、在学生については経過措置が取
られることになったとはいえ、仮に打切り等が生じた場合は、「理論
構成１：在学契約上の地位確認請求＋授業料債務不存在確認請求」、
「理論構成２：期待権侵害の不法行為による損害賠償請求（対大学）」、
「理論構成３：債権侵害 or期待権侵害の不法行為による損害賠償請
求（対国）」という法的な訴えがあり得るとする（西川 PPT60・61）。
しかし、新入学生の場合は難しいとみている（西川 PPT62）。
これに対して、国際人権規約から見ると、大学等修学支援法の新
制度の実施に関して、特に①後退禁止原則及び②具体的な措置義務
の二点が課題となることが分かる。すなわち、後退的措置は避ける
べきであり、仮にそうせざるを得ない場合は国側にその正当性の説
明責任が生じることとなる。また、具体的な措置義務として、権利
の漸進的実現状況をモニターするための①現状把握、②具体的な目
標設定、③施策実施、④指標提示と継続的評価が求められる。
なお、特別企画⑶では学生アドボカシー・グループ「高等教育無
償化プロジェクト FREE」の代表を招いて、高学費に苦しむ学生の
実態調査などについて報告してもらった44)。新型コロナウイルス
問題が起こって以降、FREEは緊急学生調査を行っている。文部科
学省も「新型コロナウイルス感染症に係る影響を受けて家計が急変
した学生等への支援等について（周知）」（2020.3.26）により、各大
学等に留意した対応を促している45)。

５．その他：ベーシック・インカム及び地方施策の検討
（１）ベーシック・インカムと若者年金（表１のＤ２）
表１の「Ｄ２：生活保障」の若者年金に関わって、特別企画⑵に
おいて経済学者（福祉財政論・生活経済学）の小沢修司氏（京都府
立大学名誉教授）からベーシック・インカム報告46）を受けた。
小沢氏は、広井良典『持続可能な福祉社会～「もうひとつの日本」
構想』（筑摩書房［ちくま新書］2006）における「人生前半の社会保
障」の提起について、「教育と社会保障を結びつけたところ」を彗眼
と評している（小沢 PPT3）。すなわち、教育の対象を「前期子ども」
から「後期子ども」（30歳まで）へ拡大（高等教育と雇用保障）し、
「『後期子ども』への対応の社会化」を打ち出したとしている（小沢
PPT4）。「人生前半の社会保障」策の一つに「若者基礎年金」構想
（20-30歳のすべての個人に月額４万円程度の若者年金を支給［義務
教育年限が終了する15歳からとすることもあり］／使途は生活費・
教育費など自由）がある。その背景には、① NPOなど採算の取りに
くい「社会的起業」を支援する側面、②親からの自立を促す趣旨、
③児童手当の延長という意味合い、④ベーシック・インカムの部分
的導入という性格もあり、基本的なねらいとしては「後期子ども時
期における機会の平等の確保」という考え方があるという（小沢
PPT6）。
小沢氏は、「20世紀から21世紀へ ベーシック・インカムのある社
会へ向けて」（資料２）をすでに公表しているが、若者年金はその中
の「子ども版 BI」に位置づくという。加えて、「人生前半の社会保
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障」「若者基礎年金」構想から学ぶことは、
現金を給付して「終わり」ではないこと、
すなわち「後期子ども」への対応の社会
化としては「若者基礎年金」支給だけで
はなく、現物給付としての高等教育無償
化、社会サービスとしての就労支援も欠
かせないこと（車の両輪としての BI支
援と社会サービスの充実の必要）である
としている（小沢 PPT12）。誠に興味深
い読み解きである。
（２）地方施策：都道府県公報・首長選

挙公約
表１の「都道府県レべル」「市区町村レ
ベル」の地方施策を把握する作業として、
共著「教育費支援情報に関する都道府県
の広報のあり方｣47）を別途執筆し公表し
た。そこでは、①就学・修学・就職に係
る給付・貸付制度などの関連諸制度・諸
サービスを教育階梯別等に分類し網羅し
た広報、②「子育て」をテーマに教育費支援情報も含めて網羅的に
編集した広報、③漢字にルビをふったり多言語版を用意した広報、
④中学校進路指導資料として編集した広報、⑤高校進学予定者・高
校生・保護者を対象に国・都道府県等の関連制度を分かりやすく一
覧・解説・図示した広報、⑥高校卒業後の大学等修学に関する情報
を特にまとめた広報、⑦医師・看護職員・介護職員・保育士・獣医
師など特に力を入れている職業分野に向けたメッセージ性の強い広
報、⑧市町村段階の奨学金や就学援助情報をリスト化した広報、等
の特色が明らかになった。広報調査から都道府県レベルの施策を明
らかにして表１の都道府県レベルの各項目の空欄を埋める作業、さ
らには区市町村の広報調査に進む作業は、今後の課題である。
また、首長選挙における各候補者の公約をまとめた（①統一地方
選挙前半2019.4北海道・神奈川・福井・三重・大阪・奈良・鳥取・島
根・徳島・福岡・大分の11道府県、②札幌・相模原・静岡・浜松・
大阪・広島の６政令市、③統一地方選挙後半2019.4水戸・津・高松・
長崎・大分の５県都、④衆議院補選2019.4大阪12区・沖縄３区、⑤
堺・京都の２政令市、⑥青森・群馬・埼玉・岩手・高知・熊本の６
県)48)。道府県・政令市・県都の首長候補者の公約に、高等教育に係
る事項、すなわち奨学金返還支援制度、授業料減免措置の拡充、給
付型奨学金の創設・拡充、大学授業料の引き下げ、学生ローンの利
息負担の援助・機関保証料の支援、学生定期割引率のアップ、学生・
若者等への住宅支援・家賃補助、留学助成などがあることが分かっ
た。当選者がどのように自身の公約を具体化していくのか、他候補
の公約がどのように地方施策に反映されていくのか等を追跡し、表
１の空欄を埋める作業は、同様に今後の課題である。
加えて、学校法人・大学法人がどのような事業を行っているのか
についても、作業に取り掛かりたい。

謝辞：本研究は JSPS科研費 19K02864（渡部昭男）の助成をうけた
ものである。
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#/detail?minId = 119815254X01620190510&current = 2）の反対討
論が挙げられる。
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可能性・アクセス可能性・受容可能性・適合可能性）［para6］、
②締約国の３つの義務（尊重・保護・充足）［para46・47］、③無
差別及び平等の取扱いに係る全面的かつ即時の適用［para31］
（例：朝鮮学校差別）、④無償の中等・高等教育の実現にむけて
「具体的な措置をとる」義務［para14・43・52・58・59］、⑤後退
禁止原則［para45］（例：国立大学学費値上げ）、⑥「適当な奨学
金制度」設立［para26］（例：貸与型奨学金制度の破綻）、⑦最低
限の中核的義務［para57］などに注目している。報告の際には、
日弁連 HPの「国際人権ラブラリー」にアップされている申惠
丰2002「『経済的、社会的及び文化的権利に関する委員会』の一
般的意見(4)」『青山法学論集』43(4)の日本語訳が用いられてい
る https: //www. nichibenren. or. jp/library/ja/kokusai/humanrights_

library/treaty/data/CESCR_GC_13-14j.pdf。
42）例えば、産経新聞2019.9.20付「国立大授業料 中所得世帯１万９
千人は負担増 新制度の対象外で」https://www.sankei.com/life/

news/190920/lif1909200028-n1.html、京都新聞2019.12.13付「『あ
まりに不条理』制度変更で授業料免除の対象外 医大生、支援
継続訴え」https://www.kyoto-np.co.jp/articles/-/97271、日本経済
新聞2020.2.21付「国立大学の授業料、自由化すべきか 財源確保
へ議論／文科省 学生負担は増加」https://www.nikkei.com/article/
DGXMZO55936640R20C20A2CR8000/、文部科学省「萩生田光
一文部科学大臣記者会見録（令和元年12月23日）」https://www.

mext.go.jp/b_menu/daijin/detail/mext_00020.html。
43）西川治2020「高等教育費の費用負担をめぐる法的検討：奨学金
保証人過払訴訟と大学等修学支援法に伴う授業料免除打切りに
対する法的救済の可能性」http://www.lib.kobe-u.ac.jp/repository/

90006751.pdf。
44）高等教育無償化プロジェクト FREE2020「実態調査アンケート
から見えてきた高学費に苦しむ学生の実態」http://www.lib.kobe
-u.ac.jp/repository/90006749.pdf、同（看護学生チーム）「ステート
メント（看護学生を対象にした実態調査より）案」http://www.

lib.kobe-u.ac.jp/repository/90006750.pdf。
45）渡部昭男2020「『教育無償化』論議の経緯と特徴―2020年第201
回の国会審議から―」『日本教育学会大會研究発表要項』(79)
154-155。

46）小沢修司2019「ベーシック・インカムからみた若者支援（年金）」
http://www.lib.kobe-u.ac.jp/repository/81011881.pdf。

47）渡部昭男・渡部（君和田）容子2020「教育費支援情報に関する
都道府県の広報のあり方：漸進的無償化に係る自治体総合施策
の研究(1)」『神戸大学大学院人間発達環境学研究科研究紀要』
13(2)241-260。

48）渡部昭男2019「表１．統一地方選挙前半（2019.4.7投票）の11道
府県知事選挙における漸進的教育無償化関連の公約一覧」http:

//www.lib.kobe-u.ac.jp/repository/81011882.pdf、同「表２．統一地
方選挙前半（2019.4.7投票）の６政令市長選挙における漸進的教
育無償化関連の公約一覧」http://www.lib.kobe-u.ac.jp/repository/

81011883.pdf、同「表３．県都５市（水戸・津・高松・長崎・大
分）市長選挙（2019.4.21投票）における漸進的教育無償化関連
の公約一覧」http://www.lib.kobe-u.ac.jp/repository/81011884.pdf、
同「表４．衆議院補欠選挙（2019.4.21投票）における漸進的教
育無償化関連の公約一覧」http://www.lib.kobe-u.ac.jp/repository/

81011885.pdf、同2020「表５．２政令市長選挙（堺・京都市）に
おける漸進的無償化関連の公約一覧」http://www.lib.kobe-u.ac.

jp/repository/81011978.pdf、同「表６．６県知事選挙（青森・群
馬・埼玉・岩手・高知・熊本県）における漸進的無償化関連の
公約一覧」http://www.lib.kobe-u.ac.jp/repository/81011979.pdf。

（ウェブサイト記事の閲覧日は2020年３月19～29日）
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